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レセプトデータによる終末期医療費の削減可能性に関する 

統計的考察

鈴木　　亘

要旨

本稿は，富山県における65歳以上の国民健康保険加入者の1998年４月から2003年３月の５年
接続レセプトデータを用いて終末期医療費の現状を確認し，その上で，終末期医療費の削減可
能性を考える上で基礎的な知見となる分析を行った。具体的には，①終末期医療費について，
患者属性や医療機関側の特性を考慮した上で分布の幅を求めた。その結果，終末期医療費の平
均値と95％下限の差の割合は５％～８％と小さく，標準化・地域格差縮小による削減可能性は
意外に低いことがわかった。②次に，身体的な差異が小さいものの，自己負担率が大きく異な
る69歳と70歳の人々に対して，老健移行前後で終末期医療費がどのように変化したかを比較し
た。その結果，死亡前12ヶ月から３ヶ月までの入院状況の差異を主因として，老健移行後に終
末期医療費が20～40％程度大きくなることが分かった。③最後に，介護保険開始前後で終末期
医療費を比較したところ，介護保険開始後に入院死亡率，死亡者の入院率は下がっており，年
間医療費に占める死亡者の医療費割合は減少したことが分かった。ただし，一人当たりの死亡
前医療費は３～10％ほど介護保険開始後の方が増加しており，在宅医療・介護推進によって医
療から介護にシフトした分の終末期医療費は，一人当たり終末期医療費の低い人々のもので
あったと想像される。

１．はじめに

終末期医療費に関する研究は，米国では Lubits and Prihoda（1984）や Scitovsky（1984）等
を嚆矢として，患者レセプトデータを利用した膨大な研究論文が80年代半ばから90年代にかけ
て次々と発表された。最近では，一時ほどの勢いはないものの，それでも数多くの論文が発表
され続けており，方法論上の洗練化（Felder et al.（2001），Hoover et al（2002）），介護と医療
の関連性（Liu et al（2006），各国の状況（Stooker et al（2001），Polder et al（2006）），終末期医
療費の予測可能性（Garber et al（1999））等，様々なテーマに分化・深化して精力的な研究が

第２回医療経済学会で発表した旧稿に対して，コメンテーターの府川哲夫氏から，多くの有益なコメントをい
ただいた。感謝を申し上げたい。
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続けられている。これに対して，わが国では前田（1987）を嚆矢とし，90年代初めのレセプト
データを利用した本格的な研究が府川・郡司（1994），府川（1998），府川・児玉・泉（1994）
などによって行なわれたものの，その後はこれらに匹敵し得る信頼性の高い研究がほとんど途
絶えてしまっている状況である1）。
一方で，わが国の終末期医療費をめぐる政策論議では，医療費抑制策の一環として常にその

削減可能性に偏った議論が行なわれており，近年の基礎的研究不在の中で，政策当局による大
雑把な試算・大胆な政策方針が許容されている状態である。例えば，2005年７月の第17回社会
保障審議会医療保険部会において，厚生労働省は，現在の死亡前１ヶ月の終末期医療費を9000
億円と試算した上で，在宅医療・介護の促進によって2025年度の終末期医療給付費が5000億円
削減されるといった大胆な推計を発表しているが，その前提や根拠は極めて希薄であると思わ
れる。もっとも，こうした結果を受けてか，2006年の医療制度改正後も，在宅医療推進による
終末期医療の高コスト是正という方針は，経済財政諮問会議における「医療・介護サービスの
質向上・効率化プログラム」にも受け継がれている。
しかしながら，終末期医療費の削減可能性については，科学的な研究対象としてはほとんど

何も解明されていない領域であり，研究者間でも削減可能性・実行可能性については確たる知
見はないばかりか，客観的エビデンスのない中で，激しい意見の対立が起きている。特に，「福
祉のターミナルケア報告書」（長寿社会開発センター（1997））や医療経済研究機構による同種
の報告書（医療経済研究機構（2000））を巡って，主に社会保険旬報誌を舞台にして，激しい
論争が繰り広げられたことは記憶に新しい（石井（1998a），石井（1998b），横内（1998），広
井（1998），西村（1998），石井（2001），片岡（2001），白木・荒井・石井（2002a, b））。削減
可能性に反対する石井氏らの主張（石井（1998a，2001）は，医療経済学者が行なうレトロス
ペクティブな終末期医療の定義は，医療現場の意志決定には役に立たないものであり，プロス
ペクティブな視点が必要であるということである。この指摘は確かに正しいものであるが，医
療関係者も余命の見通しの告知という形である程度の予想を行っていることもまた事実であ
り，全く終末期医療の定義ができないというのも極端な話であると思われる。こうした状況に
対して，米国では Garber et al（1999）等が終末期医療をプロスペクティブに予測し，削減可能
性を探っているが，まだまだ予測の精度は非常に低い。実務的なレベルでは，今年，日本救急
医学会や厚生労働省が，終末期医療の決定や中止に関するガイドラインを相次いで発表した
が，現場の意思決定に役立つにはまだまだ課題が多い。したがって，今後とも，プロスペクティ
ブな観点から様々な様相の終末期医療を捉え，どこまでが削減可能なのかという見極めを行う
研究が地道に続けられてゆくべきであろう。
こうした中，本稿では，以下の２つの目的を持って終末期医療費を分析した。ひとつは，府

川氏らによる一連の研究以降途絶えていた長期間の接続レセプトデータによる終末期医療の実

 1） 最近行なわれた研究としては，今野（2005），鈴木（2002），鈴木・鈴木（2003），鈴木（2004），大日（2002），
阿波谷（2004）等が挙げられる。今野は生涯医療費の推計の一部として終末期医療費の大きさを試算して
いるが，残念ながらこれらは小サンプルの健保組合の一部のデータが元になっている。鈴木・鈴木（2003），
大日（2004）は Lubits et al.（1995）に触発され，終末期医療費を除いた年齢別医療費の構造に焦点を当て
た分析を行っている。阿波谷（2004）は小サンプルながら，介護保険と医療保険のレセプトを結合した分
析を行っている。鈴木（2002，2004）は患者の自己選択権確保のために，どのような環境整備が必要であ
るかを定量的に評価した異色の研究である。
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態について，最近時点のデータを用いて再把握を行なうことである。
もうひとつの目的は，終末期医療費の削減可能性を議論するうえで，今後，基礎的知見・出

発点となる定量的情報を収集することである。具体的には，これまで検討されてきた「プロス
ペクティブな予測可能性の模索」という方向性とは全く別のアプローチを取り，①医療費分布，
②自己負担率変化，③介護保険開始といった３つの観点からの分析を行った。すなわち，医療
費分布については，地域差解消や標準化によって解消できる余地が存在すると思われるが，
種々の要因をコントロールした上での終末期医療費分布の幅を計算した。次に，終末期医療費
の自己負担率が限界的に低すぎ，モラルハザードが生じる可能性が指摘されているが（鈴木
（2004），西村（1998）），自己負担が上昇した場合にどの程度終末期医療費が減少されるのかを，
老健移行前後の終末期医療費の比較によって分析した。最後に，在宅医療・介護促進によって
終末期医療費が減少するとの政策当局の見方に対して，それがもし正しければ在宅化が急速に
進んだ介護保険開始前後にも既に変化があったはずなので，それを検証する分析を行なった。

２．データ

2.1　データの構成
本稿で用いるデータは，筆者を主査とする研究会（国民健康保険医療費レセプトデータ解析

事業）に対して，富山県の国民健康保険団体連合会より提供された医療費レセプトデータであ
る。このデータは，1998年４月時点で，国保組合を除いて富山県の国民健康保険加入者であっ
た者全てについて，最長で５年間（1998年４月から2003年３月）の毎月のレセプト情報が含ま
れており，今回はそのうちの65歳以上の加入者のデータを使用する2）。この月次データ（Aデー
タ）に含まれている情報は，個人コード，市町村コード，性別，年齢（毎年５月１日時点），
診療区分（入院，外来，歯科，調剤別），日数，件数，医療費（給付費に自己負担を加えたもの，
点数×10），給付費（保険者負担分），食事療養費，食事療養費標準負担額，一部負担金（一部
負担金は薬剤一部負担金を除いた金額），薬剤一部負担金，高額療養費（現物分のみ），公費負
担額（医療費総額のうち公費（国または自治体）で支払った額），資格喪失事由，資格喪失年月，
保険の区分（一般，退職者，老健）である。社会診療行為別調査のような具体的な医療行為に
ついての情報は存在しない。
個人番号コードは，加入者番号など個人を特定できるものではなく，国保連合会によって新

たに振られた IDを用いた。この IDを用いて，後に説明する患者属性データとの接合を行な
うことができるが，個人情報の保護の観点から，研究者側は IDと加入者番号を照らし合わせ
ることができないようになっている。資格喪失事由は，０：非該当，１：転出　２：死亡　３：
その他の事由で資格喪失という番号が立ててあり，資格喪失年月と合わせて，終末期医療費を
月別に特定することが可能である。また，個人別に毎月のデータに，保険区分（一般，退職者，
老健）を記録していることから，老健に移行した月が特定できるようになっている。
上記の Aデータは，主疾病や医療機関などに関する属性情報が全く存在していない。そこ

 2） 以下説明しているデータ構成については，財団法人公衆衛生振興会「老人医療年齢階級別分析事業」「老
人医療レセプトデータ分析事業」のデータ作成プロシジャーを参考にして，筆者が各国保連合会にデータ
構成を指定・依頼した。
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で，この点を補うために，毎年５月時点のみ把握可能な属性情報データ（Bデータ）を，５年
分別途作成している。属性情報には，ID，性別，生年，市町村コード，診療区分（入院，外来，
歯科，調剤別），診療日数，医療費，保険の区分（一般，退職者，老健）などの同一項目のほか，
診療科区分3），医療機関種別4），医療機関番号，診療開始日，傷病名コード（疾病119分類）が記
録されている。

2.2　データの加工について
本稿の分析対象である終末期医療費については，資格喪失事由が「死亡」の人々に対して，

失資格喪失月を０，その前月を１，その前々月を２…としてゆくフラッグを立て，死亡前期間
ごとに識別している。各月には，入院，外来，歯科，調剤別の４種類のレセプトが存在してい
るが，無受診月には各医療費は欠損値となっているので，これを０で埋め，４種類を合計した
ものを総医療費とした。また，死亡前期間の累積医療費を用いる場合には，死亡月（０），死
亡月から３ヶ月（０-２），６ヶ月（０-５），12ヶ月分（０-11）の医療費を，個人ごとに時系列
で合計したデータも作成した。死亡月の医療費は，平均的には0.5ヶ月分しか存在しないため
に，全て２倍して仮想的な死亡月の医療費を作成している5）。母数が十分に大きい場合には，
平均値は0.5ヶ月分に収斂するために，平均値をみる分析にはバイアスはもたらされないと考
えられる。これは回帰分析を行う場合にも同様である。また，死亡前月ごとの平均値を取るに
当たっては，無受診月を除いて受診月だけのベースで集計している。
さて，Aデータにのみで分析する場合には，用いる死亡前期間別に終末期医療費の全サンプ

ルを用いているが，Bデータと重ね合わせて用いる場合には，IDによって Bデータとマッチ
ングできるサンプルのみとなる。Bデータは毎年の５月分だけであるから，そのままマッチン
グした場合には，サンプルは大幅に減少することになる。そこで，死亡月から遡って最も近い
５月の属性情報を死亡月の情報として埋める作業を行なった。Bデータが同月で診療区分（入
院，外来，歯科，調剤別）ごとに複数ある場合には，その中で最も高額のレセプトデータとなっ

 3） 診療科区分は，「国民健康保険団体連合会事業状況報告書」で毎月報告している様式に準じ，下記の通り
に分かれている。01：内科，02：精神科，03：神経科，04：神経内科，05：呼吸器科，06：消化器科，
07：胃腸科，08：循環器科，09：小児科，10：外科，11：整形外科，12：形成外科，13：美容外科，14：
脳神経外科，15：呼吸器外科，16：心臓血管外科，17：小児外科，18：皮膚泌尿器科，19：皮膚科，20：
泌尿器科，21：性病科，22：こう門科，23：産婦人科，24：産科，25：婦人科，26：眼科，27：耳鼻いん
こう科，28：気管食道科，30：放射線科，31：麻酔科，33：心療内科，34：アレルギー科，35：リウマチ
科，36：リハビリテーション科

 4） 医療機関類型の区分は，「国民健康保険団体連合会事業状況報告書」で毎月報告している様式に準じ，下
記のようにしている。11：大学病院，12：国立病院，13：国立療養所，14：官公立病院，15：その他の公
立病院，16：医療法人病院，17：社会福祉法人病院，18：その他法人病院，19：個人病院，20：官公立診
療所，21：その他の公立診療所，22：医療法人診療所，23：社会福祉法人診療所，24：その他の法人診療
所，25：個人診療所，26：調剤薬局，27：老人保健施設，28：訪問看護ステーション，29：他県分

 5） 府川（1998）では，死亡月と死亡前１ヶ月 /２を新死亡月の医療費として補正をしているが，この方法で
も死亡月を２倍する場合でも生じるバイアスの大きさは本質的に変わらない。むしろ，死亡前１ヶ月以降
の医療費にバイアスを生じない方が良いという判断から，死亡月を２倍する方法を用いることにした。府
川・郡司（1994）では受診日数に着目したもう少し複雑な補正方法が紹介されているが，それほど結果に
は影響しないことが報告されている。
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ているものを選んで，マッチングさせることにした6）。もっとも，Bデータ自体，５月に受診し
ていない場合には存在しないので，Aデータ（679,868件）に対してマッチングできる確率は
76.0％（516,379件）である。主疾病名などの属性情報については，調剤のみの場合など，Bデー
タ自体にも記載されていないケースがあるので，マッチング確率は更に低く69.0％（468,898件）
である。

2.3　富山県の特性
最後に富山県の医療費状況の特性についてみておこう。2002年度の老人医療費の地域差指数

は0.981とやや低く，都道府県別順位は23位とほぼ中間に位置する。ただし，入院の地域差指
数は1.114（順位13番目）とかなり高く，それを際立って低い入院外0.854（45位）や歯科0.773（41
位）が相殺して全体が平均値となっている格好である。2000年度の「病院報告」によると，療
養病床での在院日数は，全国平均171.6日であるのに対し，富山県は360.4日と長期入院の傾向
がある。また，高齢化率は2000年の国勢調査で20.7％と，全国の17.4％に比べて高くなってい
る。したがって，その意味では終末期医療を分析した本稿の結論をそのまま全国ベースに普遍
化することは難しいだろう。次に，後述の介護保険前後の分析に関連する介護保険サービスの
利用可能性についてみてみよう。2000年度の厚生労働省『介護サービス施設・事業所調査』を
みると，富山県の介護老人福祉施設の定員数は，全国平均1,358.4人に対し1,394.3人，介護老人
保健施設は全国平均1,061.3人に対して富山県1,392.2人，療養病床（医療型・介護型を含む）は，
全国平均1,080.5床に対し1,848.9床，介護型のみの療養病床数でも，全国平均527.6床に対し，富
山県は1,088.8床となっており，介護施設で看取りを行なう可能性は全国よりも高いと思われる。

３．終末期医療費の現状

3.1　死亡医療費のシェア
表１は，2002年度分の医療費を，年度内の死亡者の医療費と生存者の医療費に分類して，各

シェアをみたものである。まず，年齢合計についてみると，死亡者の総医療費合計が全体の総
医療費に占める割合は10.4％である。この割合は，1991年度に11県分のデータを分析した府川・
郡司（1994）の11.2％，1992年度に５県分のデータを分析した府川（1998）の11.7％よりやや
低いがほぼ同水準であるといえる。また，この割合は，年齢が高くなればなるほど大きくなっ
て行くが，この点も彼らの得た知見と一致している。死亡者医療費に占める入院医療費の割合
は合計で87.0％であり，89.4％とした府川・郡司（1994）とほぼ同水準である。さらに，死亡
者の入院医療費が，老人の入院医療費に占める割合は年齢合計で17.5％となっており，長寿社
会開発センター（1994）の示した19.2％よりもやや低い程度である。

3.2　死亡者一人当たり月別医療費
次に，図１は，死亡前１年間の死亡者一人当たり月別医療費についてグラフ化したものであ

る。死亡月に向けて死亡前６ヶ月あたりから急増し，特に３ヶ月前からの上昇が激しいことが

 6） 多くの場合が入院であり，入院の Bデータのみをマッチングするデータも作成したが，結果はあまり変わ
らなかった。
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わかる。図２のようにもう少し長い死亡前期間（３年）をとると，死亡前の医療費高騰してい
るのはせいぜい６ヶ月前あたりからであるという府川（1998）の見方が適切であるように思わ
れる。図中には，府川・郡司（1994），府川（1998）等の先行研究で用いられてきた入院＋入
院外の総医療費も描かれているが，調剤，歯科を含んだ本稿のベースとほとんど差異はない。
ちなみに，死亡前１年間の医療費に占める死亡月の医療費の割合は28.2％である。
表２は，死亡前期間ごとに死亡者１人当たりの累積総医療費を計算しているが，死亡前１ヶ

月（当月）が66.0万円，死亡前３ヶ月が135.2万円，死亡前６ヶ月が200.2万円，死亡前12ヶ月
が288.5万円となっている。表３はそれを更に内訳ごとに見たものであるが，８割以上が入院
医療費で占められることがこの場合にも確認される。
図３は年齢階級別に，死亡者１人当たり月別医療費の推移を見たものであるが，これも府

川・郡司（1994），府川（1998）が得た，年齢階級が高くなるほど終末期医療費が低くなると
いう知見と一致している。グラフ中，65-69歳の階級は先行研究では示されていないものであ
るが，ひとつ上の階級である70-74歳の階級と非常に近く，両階級の差異は，他の階級間で見
られる差異よりもかなり小さいことが興味深い。

3.3　疾病分類別医療費
Bデータとマッチングしたサンプルについて，死亡月の主疾病の疾病大分類（19分類）別に，

死亡者１人当たり月別医療費の推移をみたものが図４，図５である。後述の表４にみるように，
分類が存在しないものや，存在していてもシェアが小さいもの（１％以下）は省略している。
これらをみると，死亡直前の医療費高騰は概ねほとんどの疾患に対して観察されることがわか
る。特に死亡前３ヶ月以内の高騰が激しいものは，新生物，感染症及び寄生虫，内分泌，栄養
及び代謝疾患，呼吸器系の疾患，筋骨格系及び結合組織の疾患などである。一方，神経系の疾
患は死亡前の高騰が最も緩やかである。新生物，尿路性器系の疾患は，死亡前１年間のどの月
もほぼ一貫して他の疾病分類よりも高額の医療費となっている。
図６は，疾病119分類のベースで，死亡月の主疾病名の割合が高かったものについて死亡者

１人当たりの月別医療費の推移を見たものである。ここでも，月別パターンについていくつか
のバリエーションが見られる。死亡直前の医療費高騰が大きいものは，虚血性心疾患，高血圧
性疾患，糖尿病などである。胃の悪性新生物，器官・気管支及び肺の悪性新生物については，
直前の医療費高騰はさほど大きくないが，６ヶ月程度前から高騰が顕著に始まっている。脳梗
塞は，死亡前１年間の医療費がずっと高く，直前の高騰は相対的に緩やかである。高血圧性疾
患は死亡月を除き，他の分類よりもかなり低い医療費に止まっている。
表４は，疾病分類別の死亡者１人当たり累計総医療費と疾病分類別のシェアをまとめたもの

である。シェアについては，死亡前６ヶ月の累計医療費のベースで取っているが，疾病大分類
でもっともシェアが大きいものは，循環器系の疾患の38.6％，次いで新生物の18.8％であり，
その他は数パーセント台である。この点も，府川・児玉・泉（1994）とだいたい類似している
といえる。死亡前12ヶ月で最も累積総医療費が高いものは，尿路性器系の疾患529.4万円であ
り，新生物の420.7万円がそれに次いでいる。逆に医療費が低いものは，サンプルシェアが１％
を超えているものの中では，皮膚及び皮下組織の疾患258.2万円，消火器系の疾患268.2万円，
循環器系疾患288.1万円などである。119分類については，死亡前12ヶ月の累積総医療費が高い
ものは器官・気管支及び肺の悪性新生物393.6万円，胃の悪性新生物345.7万円であり，逆に極
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端に低いものは高血圧性疾患の213.5万円であった。

3.4　入院状況カテゴリー別医療費，医療機関種別医療費
府川（1998）では，死亡前の入院状況によって死亡者一人当たり月別医療費のパターンが大

きく異なることを発見している。そこで，府川（1998）が行なった死亡前６ヶ月のカテゴリー
を12ヶ月に直して，a：死亡前12ヶ月に一度も入院をしない，b：死亡月のみ入院しているもの
（b1）＋死亡月と前月のみ入院しているもの（b2）の合計，c：死亡前の12ヶ月ずっと入院して
いる，という３つのカテゴリーに分類した。図７は，それを月別医療費の推移で示したもので
あるが，府川（1998）が指摘したとおり，パターンに大きな差異があり，入院の受診増加が医
療費高騰に影響していることがわかる。
一方，Bデータとマッチングできたものについては，医療機関種別に終末期医療費の大きさ

をみることも出来る（表６）。死亡前12ヶ月の累積医療費が突出して高くなっているのは大学
病院の473.6万円である。病院は概ね350万円近辺であるが，その他法人病院，その他の公立病
院，官公立病院，医療法人病院，個人病院の順に医療費が高い。診療所は医療法人にせよ個人
診療所にせよ低く，250万円程度である。こうした状況は，前田（1987）が確認した昭和57年
の死亡者１日当たり入院医療費の状況と類似している。

４．削減可能性に関する考察１：医療費分布からのアプローチ

4.1　分析の戦略
近年，一般の医療費に関して，質をコントロールした上での費用抑制に有効な手段として，

EBM，医療の標準化が注目されている。すなわち，同じ疾病，同様のステージ，同様の患者
特性の場合には，治療行為や治療内容の標準化を図り，医療費分布の高位にあるものを低位に
標準化することで医療費の縮減が可能となる。最近では，同じような問題意識から医療費の地
域差の研究も進んでおり（地域差研究会，2001），2006年の医療保険制度改正で，在院日数な
どについて議論されたように，地域差を最低レベルの地域にあわせることによって医療費削減
を行なうという考え方が政策にも反映されてきている。それでは，終末期医療費に関しても，
同様の発想でその削減可能性を考えることができないものであろうか。
図８は前述の死亡者に占めるシェアの高い疾病について，その総医療費分布をカーネル推定

によって見たものである7）。各疾病とも分布の形状は様々なバリエーションがあるが，①右裾
が非常に長くなっていること，②分布のバラツキが非常に大きいことが特徴として指摘でき
る。この分布のバラツキの大きさには，患者属性の差やステージの差，医療機関や診療科の差
など様々なものが含まれているはずであるが，こうした諸属性による差異を取り除いていった
後の分布の幅を計算することにより，終末期医療費の標準化可能性を探ることにする。そのた
めに，次のような定式化の推定を行なう。

　　　　 X i, t i, t i, tY, li, t ZX i, t－lYMlog ++= ∑α α Z+α ε  ⑴

 7） ガウス・カーネルを用いた。bandwidthは統計ソフト STATAが規定値として plug-in方式で設定するもの
を用いた。
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被説明変数 log Mi,tは死亡前１年間の一人当たり月別総医療費であり，医療費分布が右裾の
長い偏った分布となっているために対数をとって正規化を試みている。Xi,tは患者属性であり，
性別，年齢階級，119分類の疾病別ダミー変数，当月に入院しているか否かのダミー変数を取っ
ている。入院ダミーは疾病のステージの代理変数と考えているが，どの時期に入院を開始する
かという選択自体，削減可能性のある変数である可能性がある。そこで，入院ダミーについて
は説明変数に含む定式化と含まない定式化の２つを推定することにした。Zi,tは医療機関側の
属性で，19の医療機関種類に関するダミー，36の診療科に関するダミーをコントロールする。
その上で，死亡前月の各ダミー変数 Yi,t−lの係数を推定し，exponentialをとって各月の総医療費
の95％信頼区間を算出することにより，様々な属性をコントロールした上での終末期医療費の
分布の幅を確認する。死亡前月ダミーについては，12ヶ月分全てを用いるために定数項無しの
モデルとしている。

4.2　分析結果
表７は入院ダミー無しの定式化における推定結果である。119分類の疾病別ダミー変数，医

療機関種ダミー，診療科ダミーの係数は表示を省略している。性別，年齢階級，死亡前各月も
全て有意となっている。推定結果を元に，死亡前月の信頼区間を算出したものが表８である。
例えば，死亡当月の医療費は推定値が78.3万円であるのに対して，95％下限71.8万円，95％上
限85.4万円であり，分布の幅はかなり小さいことがわかる。推定値と95％下限の差は高々6.5万
円程度であり，この部分が削減できるとしても掛かった医療費の8.3％程度に過ぎない。また，
死亡前の各月ともこの割合はだいたい一緒である。死亡前６ヶ月，12ヶ月の定義で終末期医療
費を計算すると，削減可能性のある医療費はそれぞれ17.1万円，22.6万円程度で，総医療費の
やはり８％強に過ぎない。
一方，入院ダミー有りの定式化における推定結果が表９である。信頼区間を表示した表10で

は，各係数の推定値と95％下限との差の割合は５％台半ばまで縮小していることがわかる。こ
れらの結果から解釈すると，属性をコントロールした上での終末期医療費の分布の幅は意外な
ほど小さく，終末期医療費のガイドラインを整備するなどして，例え95％下限に標準化を行
なったとしても，それによって得られる医療費削減効果は５～８％程度と１割にも満たないこ
とがわかった。

５．削減可能性に関する考察２：自己負担率の差異からのアプローチ

5.1　分析の着眼点
終末期医療の削減については，医療提供者が「みなし」を行うべきかどうか，終末期医療へ

のアクセスを制度的に絶つか絶たないか，といった供給サイドの議論ではなく，患者自身の自
己選択を尊重するという需要サイドの視点も考えうる。むしろ，経済学的にはその方が本質論
であり，第三者が終末期医療を受けるかどうかを決めるよりは，本人が決める方が消費者主権
の立場からは望ましい。しかしながら，鈴木（2004）が詳しく分析しているように，わが国の
終末期医療における患者自己選択は，告知，インフォームドコンセント，リビングウィルなど
の普及，ホスピス，安楽死や尊厳死に関する法制度など，どの点をとっても問題が多く，患者
が終末期の自己選択ができる環境が整っているとは言いがたい。さらに，老人の自己負担率は
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１割と低く，また，高額医療費制度の存在により，終末期医療費の自己負担率は上限に達した
後は限界的に０となってしまうという点も，患者の自己選択が甘くなり，モラルハザードが生
じているとすれば，その背景となっていると思われる。そこで，西村（1998）が主張するよう
に，患者の自己負担を引き上げて，患者や家族の自己選択を促すという方法も政策手段として
考え得る。特に，末期ガンの延命医療のように，QOLが高まるとは思えないのに膨大な費用
がかかる治療に関しては，それを選択する以上は，ある程度の自己負担を求めることが妥当で
あると思われる。
そこで，自己負担率を引き上げた場合にどの程度終末期医療費が減少するかを，自己負担率

が変化する老健移行前後のデータから推測することにする。具体的に，69歳と70歳の年齢では，
疾病などをコントロールした上では，それほど大きな身体的差異は無いと思われるが，自己負
担率が老健移行前の３割と移行後の１割と大きく異なることに注目し，両者の終末期医療費の
状況を比較する8）。

5.2　終末期医療費の状況
図９は，サンプルのうち69歳と70歳のデータを取り出し，老健移行前と移行後を分けて死亡

前の月額医療費の状況を見たものである。データの年齢は毎年５月１日時点で把握されている
年齢なので正確ではないが，先に述べたように，老健への以降月は保険区分（一般，退職者，
老健）を毎月記録しているために，かなり正確に把握できる9）。図をみると，死亡当月につい
ては老健移行前の方が若干高いものの，死亡前１年のほかの月では老健移行後の方が一貫して
高いことがわかる。
次に，図10は死亡前期間別に一人当たり総医療費の分布を，カーネル推定によって，老健移

行前と移行後で比較したものである。まず，最上段の左列の死亡月の総医療費分布をみると，
老健移行後（rouken）と老健移行前（non-rouken）では若干の分布のズレが生じているが，分
布の中央はほぼ同じ値であり，差異は非常に小さいことがわかる。次に，その下の死亡前３ヶ
月の総医療費の分布をみると，大きな差異が生じている。老健移行前の分布は双峰の分布であ
り，移行後には左側の山が崩れ，右側の山が高くなっている。死亡前６ヶ月では老健移行前，
移行後ともに双峰であり，移行後の方が右側の分布の山が高い。死亡前12ヶ月でも老健移行前
と移行後の差異は右側の山の大きさであり，老健移行後に右の山が高くなっている。まず，こ
の右側の山と左側の山を区別しているのはどのような要因なのであろうか。右列ではそれぞれ
の期間ごとの入院医療費のみを取り出し，分布を推定したものである。これをみると，その分
布の山は左列の総医療費分布の右側の山に一致していることがわかる。つまり，総医療費にお
ける双峰の分布は入院医療費とそれ以外の医療費に対応しており，老健移行前と移行後の総医
療費の差異は，入院状況の差異によって生じているのではないかと想像できる。死亡月はさす
がに入院がほとんど避けられないことから分布は非常に類似しているが，死亡月からある程度
はなれた期間の入院の状況には，入院状況の差異が生じており，恐らくそれには自己負担率の

 8） また，高額医療費についても，老健移行前が一般的に月額７万2300円（高額所得者13万9800円，低所得者
３万5400円）であるのに対して，老健移行後は入院が４万200円，外来が１万2000円となることから，高
額医療費制度を考慮したうえでの実質自己負担率も老健移行後に大幅に下がるものと思われる。

 9） もっとも，受診月でなければ保険区分も報告されないので，無受診の場合には遅れることとなる。しかし
ながら，診療密度の濃い死亡前の１年であるために，そうしたバイアスの懸念は小さい。
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差異が影響していると思われる。

5.3　分析の戦略
そこで，死亡月ごとの累計総医療費について，次のような定式化で推定を行い，定量的に老

健移行による終末期医療費の増加効果を計測する。

　　　　 0 i, t i, ti, t XMlog ++=β Xβ i, tR+ Rβ i, tZ+ Zβ ε  ⑵

サンプルは69-70歳の年齢で，①死亡月のみ，②死亡前３ヶ月まで（０-２），③死亡前６ヶ
月（０-５）まで，④死亡前12ヶ月まで（０-11）の４期間のデータセットを作成した。被説明
変数 log Mi,tは毎月の総医療費の対数を取っているが，その期間は①～④ごとに限定されてい
る。Xi,tは患者属性であり，性別，119分類の疾病別ダミー変数，当月に入院しているか否かの
ダミー変数を取っている。入院ダミーは疾病のステージの代理変数とも，削減可能性を含む変
数とも考えられるために，前節の分析同様，入院ダミー有り，無しの２つの定式化で推定する
ことにした。Zi,tは医療機関側の属性で，19の医療機関種類に関するダミー，36の診療科に関
するダミーをコントロールする。その上で，老健移行後のダミー変数 Ri,tの係数を推定し，ど
の程度，老健移行で死亡期間別の累計総医療費が高まっているかを評価する。データの単位と
しては，「毎月」の総医療費ではなく，個人ごとに累計総医療費を作って「個人別に」推計す
るという方法も考えられたが，老健移行後ダミーRi,tが月次単位のものであり，したがってサ
ンプルによっては，同一個人の死亡前期間の途中で老健に移行するサンプルが発生しているた
め，月次単位のデータで推計を行なうことにした。月次単位であっても，データセットの期間
を，累積医療費を作るベースの期間で区切っているため，推計結果は各期間別の累積医療費を
評価していることと同じことになる。

5.4　推計結果
表11はまず，入院ダミー無しの定式化の推定結果である。119分類の疾病別ダミー変数，医

療機関種ダミー，診療科ダミーの係数は表示を省略している。老健移行ダミーの係数は，死亡
月のサンプルで有意ではないものの，死亡前３ヶ月，６ヶ月，12ヶ月ではそれぞれ有意な結果
となっている。係数の大きさをみると，死亡前３ヶ月の累積総医療費は老健移行前に比べて
43.0％も高くなっており，６ヶ月の場合には35.4％，12ヶ月の場合には30.2％高まっているこ
とがわかる。しかしながら，死亡前の入院状況については，自己負担率の差異によるモラルハ
ザードの表れとして削減対象とみるのか，病状のステージや必要性の高い医療行為として避け
がたいものとして削減不可能なものと見るかによって，結論は大きく変わる。そこで，入院ダ
ミーを説明変数に加えて削減不可能なものとし，死亡前の入院確率の差をコントロールした上
で，それでも老健移行によって終末期医療費がどれほど変わりうるのか見たものが，入院有り
のモデルである。表12の結果をみると，老健移行ダミーの係数は，死亡月のサンプルでこそ有
意ではないものの，死亡前３ヶ月，６ヶ月，12ヶ月ではそれぞれ有意な結果となっており，係
数から判断すると，この場合においても，それぞれ老健移行前に比べて17.2％，20.1％，
24.7％累積医療費が高くなっていることが分かる。もちろん，これら値には69歳と70歳の身体
的な差異の影響がわずかに含まれている可能性があるが，それを考慮した上でもかなり顕著に
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高い値だと思われる。

６．削減可能性に関する考察３：介護保険開始による差異からのアプローチ

6.1　問題意識と介護保険開始前後の状況
厚生労働省が試算しているように，もし，在宅医療や在宅介護の推進によって終末期医療費

が大幅に減少するのであれば，既に介護保険開始時に終末期医療費の変化が見られたはずであ
る。すなわち，介護保険開始によって在宅介護や介護施設での受け入れ態勢の整備が進んだこ
とから，比較的医療の必要性の少ない状態で死亡を迎える人々については，入院確率あるいは
入院期間が少なくなって，介護保険後は終末期医療費が減少したと思われる。
そこでまず，前節と同様に，死亡前期間における死亡者一人当たりの月別医療費から確認す

ることにする。図11は介護保険前の1998年４月から1999年３月と，導入後の2000年４月から
2003年３月までの月別医療費を比較したものである。両者はほとんど同じ形状をしており，両
者の差異は非常に小さいことがわかる。よく見ると，死亡月から死亡前３ヶ月では若干ながら
介護保険開始後の総医療費が高く，死亡前３ヶ月以前では介護保険前の方が総医療費が高いよ
うに見える。次に，死亡前月ごとの総医療費の分布及び入院医療費の分布をみたものが図12で
ある。前節の図10と同様の順序で並んでいる。介護保険開始後（kaigo）と開始前（non-kaigo）
で分けている。死亡月の総医療費をみると，若干ながら中央値は介護保険開始後の方が高く
なっていることがわかる。一方，死亡前３ヶ月，６ヶ月，12ヶ月の総医療費の分布をみると，
やはり，前節でみられたような双峰の分布をしているが，入院医療費の右の山は介護保険開始
後に全て低くなっていることがわかる。しかしながら，右の入院の山の中央値は明らかに右に
ずれており（右列の入院医療費），したがって入院確率が下がったことと，入院医療費の分布
が右にずれたことが相殺し合って，死亡前月の介護保険前後の変化がほとんど存在しないよう
に見えるのだと思われる。

6.2　推定による一人当たり死亡前医療費の変化
しかしながら，介護保険前後の比較は時系列間の比較となるために，前節とは異なり，その

間の年齢の上昇などの属性の変化をコントロールして比較しなければならない。そこで，介護
保険開始前後の効果を定量的に捕らえるために，次のような定式化で推計を行なう。

　　　　 0 i, t i, ti, t XMlog ++=δ Xδ i, tL+ Lδ i, tZ+ Zδ ε  ⑶

上式は⑵式とかなり類似している。サンプルは65歳以上の全年齢で，①死亡月のみ，②死亡
前３ヶ月まで（０-２），③死亡前６ヶ月（０-５）まで，④死亡前12ヶ月まで（０-11）の４期
間のデータセットを作成した。被説明変数 log Mi,tは，データセットごとに，毎月の総医療費
の対数を取っている。Xi,tは⑶同様の患者属性であり，性別，年齢階級，119分類の疾病別ダミー
変数，当月に入院しているか否かのダミー変数である。入院ダミーは⑴⑵同様，有り無しの２
つの定式化で推定した。Zi,tは医療機関側の属性で，19の医療機関種類に関するダミー，36の
診療科に関するダミーをコントロールする。その上で，介護保険開始後のダミー変数 Li,tの係
数を推定し評価を行う。データの単位は，⑵同様，月次単位の総医療費であり，サンプルで期
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間を①～④のように区切っていることにより，累積総医療費のベースで推計することと基本的
には変わらない。
表13は，入院ダミー無しの定式化について，サンプル期間別に推計を行なった結果である。

119分類の疾病別ダミー変数，医療機関種ダミー，診療科ダミーの係数は表示を省略している。
介護保険ダミーの係数は，死亡月のサンプルで有意ではないものの，死亡前３ヶ月，６ヶ月，
12ヶ月ではそれぞれ有意な結果となっている。係数の大きさをみると，死亡前３ヶ月の累積総
医療費は介護保険開始によって3.5％高くなっており，死亡前６ヶ月で7.8％，死亡前12ヶ月で
10.4％高くなっている。次に入院ダミーを考慮して入院確率の差異をコントロールした場合に
ついての推定結果をみると（表13），死亡前３ヶ月でやはり3.5％，死亡前６ヶ月で5.4％，死亡
前12ヶ月で8.0％高くなっている。この時期，診療報酬は2000年改定で実質0.2％の引上げ，
2002年改定－2.7％の引下げであったし，消費者物価指数（保健医療）も1998年の99.1から，99
年98.4，2000年97.6，2001年98.2，2002年97.1とむしろ下がっているので，介護保険開始によっ
て死亡者一人当たりの終末期医療費は，やはり引き上がったといえるだろう。

6.3　入院死亡率，入院確率，死亡者の医療費割合の変化
しかしながら，トータルの終末期医療費がどう変化したかを見るためには，介護保険開始に

よって，入院死亡率や死亡者の入院確率がどのように変化したのかも合わせてみる必要があ
る。表14は，入院死亡率（入院を経由して死亡する率）と死亡者の入院率（死亡者のうち入院
をしていた人の比率）の推移を1998年度から2002年度について推移をみたものである。死亡者
の定義は表１と同様，その年度内に死亡した者という定義である。表14をみると，介護保険前
の入院死亡率は2.7％（1998年度），2.6％（1999年度）であったものが，介護保険後開始後には
2.4％（2000年度），2.3％（2001年度），2.4％（2002年度）と若干下がっている。死亡者の入院
確率は既に図12の各グラフにおいても確認できているが，数字を確認すると，介護保険前の
79.6％（1998年度），79.4％（1999年度）に対して，介護保険開始後には78.0％（2000年度），
76.5％（2001年度），77.8％（2002年度）とやや減少している。年齢が高齢化している影響をコ
ントロールするために，年齢階級別にみても，全ての年齢階級で同様の傾向が見られる。特に
高い年齢階層ほど，入院確率が下がる度合いが大きく，入院を経ずに介護の分野で死亡してい
るのではないかと想像される。その結果として，表１で計算したものと同様に，死亡者医療費
の総医療費に占める割合を各年度で計算すると，この時期高齢化が進展しているにも関わら
ず，介護保険前の10.3％（1998年度），10.0％（1999年度）から，介護保険開始後は9.5％（2000
年度），9.3％（2001年度）と下がっており，2002年度になってようやく10.4％になったことが
分かった。つまり，介護保険開始によって，介護施設や在宅介護の受け皿が増えたことが，医
科で入院して死亡する人々の割合を減少させ，死亡者の医療費の占める割合自体も減少させた
と考えられるであろう。介護施設や在宅介護で看取れる場合には相対的に重篤な疾患ではない
と考えられるので，結果として，医療保険のレセプトデータに反映される一人当たりの終末期
医療費は，医療費の少ない対象者が除かれることによって，介護保険後に若干の上昇をみたも
のではないかと想像される。
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７．結語

本稿は，富山県における65歳以上の国民健康保険加入者の1998年４月から2003年３月の５年
間の接続レセプトデータを用いて，終末期医療費の現状について確認し，その上で，①終末期
医療費の地域格差などによる分布の幅，②老健移行前後の自己負担率変化と終末期医療の関
係，③介護保険開始による在宅医療・介護促進の自然実験（Natural Experiment）の結果から，
終末期医療の削減可能性を議論するうえで必要となる基礎的情報を収集した。まず，終末期医
療の現状については，富山県という地域限定の結果ではあるが，2002年度の死亡者の医療費（入
院，入院外のほか，調剤，歯科を含む）は，10.4％であり，その内訳のほとんどは，入院医療
費であった（87.0％）。また，死亡者の入院医療費が全体の入院医療費に占める割合は，17.5％
であった。死亡者一人当たりの死亡前１年間の月別医療費の推移をみると，府川・郡司（1994），
府川（1998）が1990年代初めのデータで確認したように，①死亡月に近づくほど加速的に高騰
してゆき，特に死亡前６ヶ月から顕著である，②年齢階級別には高齢になるほど高騰が緩やか
であり，全体の累積医療費も少ない，③入院状況のカテゴリー別でパターンが大きく変わる事
などが確認された。また，今回新たに，疾病別のパターンや医療機関別のパターンなどについ
ても報告を行なった。
終末期医療費の分布の幅については，患者属性や医療機関側の特性を考慮した上でその95％

区間を求めると，平均値と下限の差は５％～８％と意外に小さいことがわかった。次に，身体
的な差異が小さいものの自己負担率が大きく異なる69歳と70歳の人々に対して，老健移行前後
の終末期医療費を比較すると，死亡前12ヶ月から３ヶ月までの入院状況の差異を主因として，
老健移行後に終末期医療費が20～40％程度大きくなることが分かった。最後に，介護保険開始
前後で終末期医療費を比較したところ，介護保険後に，入院死亡率や死亡者の入院確率が下
がったために，死亡者の医療費割合は減少していることが分かった。ただし，一人当たりの死
亡前医療費は３～10％ほど介護保険開始後に増加しており，介護施設や在宅にシフトした人々
は比較的低額の終末期医療費であったことが想像される。
本稿の結果からまずいえることは，属性をコントロールした終末期医療費の分布の幅は意外

に小さく，したがって標準化による削減余地は以外に小さいということである。
第二にいえることは，終末期医療費に対する自己負担を引き上げることは，医療費削減とい

う意味ではある程度効果的である可能性があるということである。ただし，その場合にはあく
まで医療のアウトカム（治癒率，生存率，生存期間，QOLの回復）が変わらないということ
が前提である。もし，自己負担率が引きあがり，医療費が抑制されることでアウトカムのレベ
ルが下がるということであれば，単純に医療費削減のために自己負担を上げるべきという議論
にはならないであろう。本稿の分析では，死亡者のみを取り出してみているために，生存者を
含めてこの時期の医療行為がどのようなアウトカムを生み出しているかを適切に評価できな
い。この点を探るためには，別の角度からの分析が必要である。
最後に介護保険開始前後の分析からは，在宅医療・在宅介護の推進による終末期医療費の減

少は，一定の効果を挙げるということが想像される。ただし，それは比較的低額の医療費のと
ころでシフトが起きるのであり，高額の医療費が掛かる部分では依然として医療機関への入院
が必要である。その場合，一人当たりの死亡前医療費がやや上昇するという現象が見られるこ
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とから，在宅医療・介護推進による終末期医療費削減効果についてあまり過大な期待は禁物で
あるといえるだろう。
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表１　年齢階級別１年間の老人医療費に占める死亡者医療費の割合（2002年度）
（単位：％）

死亡者 入院が医療費計
に占める割合

入院が入院医療費計
に占める割合入院 入院外 歯科 調剤 計

65-69歳 6.2 0.5 0.0 0.1 6.9 90.1 14.2
70-74歳 6.3 0.8 0.0 0.1 7.3 86.5 14.1
75-79歳 8.0 0.9 0.1 0.2 9.1 87.9 16.4
80-84歳 11.2 1.3 0.0 0.2 12.8 87.2 20.1
85-89歳 12.9 1.6 0.0 0.2 14.8 87.1 19.6
90-94歳 16.3 2.5 0.2 0.3 19.3 84.6 22.6
95歳以上 24.1 3.8 0.0 0.4 28.2 85.2 31.1
年齢合計 9.1 1.1 0.1 0.2 10.4 87.0 17.5

生存者 入院が医療費計
に占める割合

入院が入院医療費計
に占める割合入院 入院外 歯科 調剤 計

65-69歳 37.3 40.0 5.9 9.9 93.1 40.1 85.8
70-74歳 38.5 39.2 4.9 10.1 92.7 41.5 85.9
75-79歳 40.7 36.9 3.6 9.7 90.9 44.8 83.6
80-84歳 44.7 32.2 2.4 7.9 87.2 51.2 79.9
85-89歳 53.0 25.1 1.4 5.8 85.2 62.2 80.4
90-94歳 56.0 19.7 0.8 4.3 80.7 69.3 77.4
95歳以上 53.4 14.5 0.3 3.5 71.8 74.4 68.9
年齢合計 42.8 34.6 3.5 8.7 89.6 47.8 82.5

合計 入院が医療費計
に占める割合入院 入院外 歯科 調剤 計

65-69歳 43.5 40.6 5.9 10.0 100.0 43.5
70-74歳 44.8 40.1 5.0 10.2 100.0 44.8
75-79歳 48.7 37.8 3.7 9.8 100.0 48.7
80-84歳 55.9 33.5 2.5 8.2 100.0 55.9
85-89歳 65.9 26.7 1.4 6.0 100.0 65.9
90-94歳 72.3 22.2 1.0 4.6 100.0 72.3
95歳以上 77.5 18.3 0.4 3.9 100.0 77.5
年齢合計 51.9 35.7 3.6 8.9 100.0 51.9
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図１　死亡前１年間の死亡者一人当たり月別医療費

図２　死亡前３年間の死亡者一人当たり月別医療費
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表２　死亡前期間別の死亡者１人当たり累計総医療費（医療費合計）
単位：円

サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
死亡前1ヶ月 614,163 660,350 871,027 1,180 23,300,000
死亡前3ヶ月 653,999 1,352,810 1,384,823 1,590 50,200,000
死亡前6ヶ月 657,557 2,002,387 1,867,123 1,000 50,300,000
死亡前12ヶ月 643,047 2,884,650 2,568,067 960 50,600,000
死亡前12ヶ月に占め
る1ヶ月の割合 614,163 0.282 0.249 0.0003 1.00

表３　死亡前期間別の死亡者１人当たり累計医療費（医療費内訳）
単位：円

入院 入院外 歯科 調剤

死亡前1ヶ月
403,741 49,546 29,969 13,361
（81.3%） （10.0%） （6.0%） （2.7%）

死亡前3ヶ月
1,229,059 106,957 40,662 34,405
（87.1%） （7.6%） （2.9%） （2.4%）

死亡前6ヶ月
1,889,516 195,765 50,773 66,533
（85.8%） （8.9%） （2.3%） （3.0%）

死亡前12ヶ月
2,635,096 373,846 67,104 121,134
（82.4%） （11.7%） （2.1%） （3.8%）

死亡前12ヶ月に占め
る1ヶ月の割合 28.8% 20.0% 45.4% 18.3%
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図４　死亡前１年間の疾病大分類別死亡者一人当たり月別医療費１

図３　死亡前１年間の年齢階級別死亡者一人当たり月別医療費
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図５　死亡前１年間の疾病大分類別死亡者一人当たり月別医療費２

図６　死亡前１年間の疾病小分類別死亡者一人当たり月別医療費
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表４　疾病分類別の死亡者１人当たり累計総医療費
単位：円

大分類コード １ ２ ３ ４ ５

分類名 感染症及び寄
生虫症 新生物

血液及び造血器
の疾患並びに免
疫機構の障害

内分泌，栄養
及び代謝疾患

精神及び行動
の障害

死亡前１ヶ月 727,561 791,718 793,720 746,798 458,187
死亡前３ヶ月 1,569,793 1,817,728 1,638,163 1,429,383 1,038,085
死亡前６ヶ月 2,249,944 2,897,590 2,581,871 2,075,362 1,807,330
死亡前12ヶ月 3,265,741 4,207,234 4,133,751 2,928,601 3,043,192
サンプル数 3983 43219 1610 15974 7452
シェア 1.7% 18.8% 0.7% 6.9% 3.2%

大分類コード ６ ７ ８ ９ 10
分類名 神経系の疾患 眼及び付属器

の疾患
耳及び乳様突
起の疾患 循環器系の疾患 呼吸器系の疾患

死亡前１ヶ月 699,988 419,825 828,589 638,976 701,406
死亡前３ヶ月 1,561,719 990,233 1,041,563 1,305,949 1,504,144
死亡前６ヶ月 2,536,670 1,374,067 1,278,942 1,952,066 2,259,492
死亡前12ヶ月 4,000,851 1,837,878 1,671,313 2,880,993 3,366,254
サンプル数 6378 2085 297 88728 16071
シェア 2.8% 0.9% 0.1% 38.6% 7.0%

大分類コード 11 12 13 14 15
分類名 消火器系の疾

患
皮膚及び皮下
組織の疾患

筋骨格系及び結
合組織の疾患

尿路性器系の
疾患

妊娠，分娩及
び産じょく

死亡前１ヶ月 691,624 554,500 759,271 1,038,814
死亡前３ヶ月 1,405,528 1,124,340 1,391,533 2,152,362
死亡前６ヶ月 1,961,284 1,741,163 1,984,161 3,394,899
死亡前12ヶ月 2,682,743 2,582,670 2,835,089 5,294,371
サンプル数 15508 1409 11073 11126 0
シェア 6.7% 0.6% 4.8% 4.8% 0.0%

大分類コード 16 17 18 19

分類名 周産期に発生
した病態

先天奇形，変
形及び染色体
異常

症状，徴候及
び異常臨床所
見で他に分類
されないもの

損傷，中毒及
びその他の外
因の影響

全疾病平均

死亡前１ヶ月 704,779 673,242
死亡前３ヶ月 1,512,346 1,397,410
死亡前６ヶ月 2,212,608 2,100,687
死亡前12ヶ月 3,303,507 3,092,694
サンプル数 0 0 0 5109 230022
シェア 0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 100.0%

（再掲）
119疾病分類
コード 201 205 402 901 902 906

分類名 胃の悪性新生物
器官，気管支
及び肺の悪性
新生物

糖尿病 高血圧性疾患 虚血性心疾患 脳梗塞

死亡前１ヶ月 743,554 711,746 749,307 607,187 946,560 507,287
死亡前３ヶ月 1,631,389 1,714,735 1,473,308 1,191,892 1,623,644 1,171,456
死亡前６ヶ月 2,517,617 2,773,306 2,150,337 1,639,617 2,229,907 1,945,974
死亡前12ヶ月 3,457,237 3,936,676 3,055,069 2,134,914 3,032,791 3,209,270
サンプル数 7328 7252 12540 27998 10150 30267
シェア 3.2% 3.2% 5.5% 12.2% 4.4% 13.2%
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図７　死亡前１年間の入院状況のカテゴリー別死亡者一人当たり月別医療費

表５　入院状況カテゴリー別の死亡者１人当たり累計総医療費
単位：円

a b c
死亡前１ヶ月 118,107 870,571 588,064
死亡前３ヶ月 194,479 1,818,576 1,570,287
死亡前６ヶ月 292,249 2,499,364 2,953,768
死亡前12ヶ月 470,201 2,970,653 5,710,798

表６　医療機関別の死亡者１人当たり累計総医療費
単位：円

医療機関 大学病院 官公立病院 その他の公立病院 医療法人病院 その他法人病院
死亡前１ヶ月 939,482 757,083 745,638 619,273 814,894
死亡前３ヶ月 2,006,495 1,585,120 1,615,749 1,317,684 1,757,751
死亡前６ヶ月 3,217,901 2,381,255 2,454,111 2,098,164 2,627,045
死亡前12ヶ月 4,736,057 3,437,524 3,640,405 3,341,352 3,789,387
サンプル数 7429 104810 59402 71579 6023
シェア 1.5% 20.5% 11.6% 14.0% 1.2%

医療機関 個人病院 医療法人診療所 個人診療所 その他 全体平均
死亡前１ヶ月 505,460 644,078 632,419 708,113 676,988
死亡前３ヶ月 1,109,857 1,270,693 1,260,149 1,421,968 1,401,097
死亡前６ヶ月 1,797,335 1,799,657 1,823,328 2,008,259 2,096,561
死亡前12ヶ月 2,939,609 2,512,186 2,495,665 2,808,154 3,072,335
サンプル数 29939 43198 139848 48172 510400
シェア 5.9% 8.5% 27.4% 9.4% 100.0%
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図８　死亡前１年間の疾病別累計総医療費分布（カーネル推定）
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表７　死亡前１年の月別総医療費関数の推定結果１
係数 標準誤差 p値 95％下限 95％上限

性別 0.050 0.008 0.0 0.035 0.064
70-74歳 0.051 0.015 0.0 0.021 0.081
75-79歳 0.003 0.015 0.9 −0.027 0.032
80-84歳 −0.046 0.015 0.0 −0.076 −0.016
85-89歳 −0.144 0.016 0.0 −0.175 −0.113
90-94歳 −0.247 0.018 0.0 −0.281 −0.212
95歳以上 −0.281 0.024 0.0 −0.328 −0.235
当月 13.571 0.044 0.0 13.484 13.658
１ヶ月前 13.116 0.044 0.0 13.029 13.202
２ヶ月前 12.692 0.044 0.0 12.606 12.779
３ヶ月前 12.434 0.044 0.0 12.348 12.521
４ヶ月前 12.283 0.044 0.0 12.197 12.369
５ヶ月前 12.180 0.044 0.0 12.094 12.266
６ヶ月前 12.096 0.044 0.0 12.010 12.182
７ヶ月前 12.045 0.044 0.0 11.959 12.130
８ヶ月前 11.988 0.044 0.0 11.903 12.074
９ヶ月前 11.940 0.044 0.0 11.854 12.026
10ヶ月前 11.902 0.044 0.0 11.816 11.987
11ヶ月前 11.876 0.044 0.0 11.790 11.962

サンプル数 144,834
注�）対数総医療費を説明変数として，OLSにより推定。標準誤差は、White（1980）による方法によ
り修正している。各回帰の説明変数は，疾病119分類ダミー，医療機関ダミー（19種類），診療科
ダミー（36種類）。Bデータと突合出来ないデータ及び疾病分類が分からないデータはサンプルか
ら落としている。年齢階層ダミーのベンチマークは，65-69歳。

表８　死亡前１年の期間別総医療費とその信頼区間１
死亡前月 （a）推計値 （b）95％下限 （c）95％上限 差（a-b） 差の割合
当月 783,143 718,126 854,046 65,017 8.30%
１ヶ月前 496,669 455,486 541,571 41,184 8.29%
２ヶ月前 325,250 298,278 354,658 26,973 8.29%
３ヶ月前 251,231 230,439 273,903 20,793 8.28%
４ヶ月前 215,967 198,122 235,421 17,844 8.26%
５ヶ月前 194,849 178,801 212,337 16,048 8.24%
６ヶ月前 179,125 164,420 195,147 14,705 8.21%
７ヶ月前 170,161 156,192 185,378 13,969 8.21%
８ヶ月前 160,873 147,662 175,268 13,211 8.21%
９ヶ月前 153,294 140,715 166,997 12,579 8.21%
10ヶ月前 147,519 135,410 160,712 12,109 8.21%
11ヶ月前 143,800 131,983 156,674 11,817 8.22%

死亡前６ヶ月合計 2,072,260 1,900,450 2,259,599 171,810 8.29%
死亡前12ヶ月合計 3,221,881 2,955,633 3,512,112 266,248 8.26%
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表９　死亡前１年の月別総医療費関数の推定結果２
係数 標準誤差 p値 95％下限 95％上限

性別 0.070 0.005 0.0 0.061 0.079
70-74歳 0.069 0.010 0.0 0.050 0.089
75-79歳 0.032 0.010 0.0 0.013 0.050
80-84歳 −0.038 0.010 0.0 −0.056 −0.019
85-89歳 −0.096 0.010 0.0 −0.115 −0.076
90-94歳 −0.138 0.011 0.0 −0.161 −0.116
95歳以上 −0.140 0.015 0.0 −0.170 −0.110
入院ダミー 2.442 0.005 0.0 2.432 2.452
当月 11.127 0.030 0.0 11.068 11.186
１ヶ月前 10.958 0.029 0.0 10.901 11.015
２ヶ月前 10.857 0.029 0.0 10.801 10.914
３ヶ月前 10.794 0.029 0.0 10.737 10.850
４ヶ月前 10.772 0.029 0.0 10.715 10.828
５ヶ月前 10.748 0.028 0.0 10.692 10.804
６ヶ月前 10.741 0.028 0.0 10.685 10.796
７ヶ月前 10.724 0.028 0.0 10.668 10.780
８ヶ月前 10.706 0.028 0.0 10.650 10.762
９ヶ月前 10.689 0.028 0.0 10.633 10.745
10ヶ月前 10.675 0.028 0.0 10.619 10.731
11ヶ月前 10.657 0.029 0.0 10.601 10.713

サンプル数 144,834
注�）対数総医療費を説明変数として，OLSにより推定。標準誤差は，White(1980) による方法により
修正している。各回帰の説明変数は，疾病119分類ダミー，医療機関ダミー（19種類），診療科ダミー
（36種類）。Bデータと突合出来ないデータ及び疾病分類が分からないデータはサンプルから落とし
ている。年齢階層ダミーのベンチマークは，65-69歳。

表10　死亡前１年の期間別総医療費とその信頼区間２
死亡前月 （a）推計値 （b）95％下限 （c）95％上限 差（a-b） 差の割合
当月 67,992 64,103 72,117 3,889 5.72%
１ヶ月前 57,412 54,241 60,767 3,170 5.52%
２ヶ月前 51,915 49,068 54,928 2,847 5.48%
３ヶ月前 48,709 46,049 51,521 2,659 5.46%
４ヶ月前 47,643 45,047 50,389 2,596 5.45%
５ヶ月前 46,528 44,001 49,201 2,527 5.43%
６ヶ月前 46,199 43,695 48,846 2,504 5.42%
７ヶ月前 45,424 42,959 48,032 2,466 5.43%
８ヶ月前 44,636 42,212 47,199 2,424 5.43%
９ヶ月前 43,881 41,498 46,402 2,384 5.43%
10ヶ月前 43,267 40,917 45,752 2,349 5.43%
11ヶ月前 42,492 40,180 44,936 2,312 5.44%

死亡前６ヶ月合計 273,670 258,509 289,721 15,161 5.54%
死亡前12ヶ月合計 586,097 553,970 620,088 32,127 5.48%
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図９　老健移行前後の死亡者一人当たり月別医療費
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図10　老健移行前後の死亡前期間別医療費分布（カーネル推定）
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表11　死亡月別累計総医療費（69-70歳）の推定結果１
被説明変数 説明変数 係数 標準誤差 p値 95％下限 95％上限 サンプル数 R-sq
死亡月 性別 −0.045 0.158 0.774 −0.357 0.266 410 0.3048

老健移行ダミー 0.012 0.164 0.941 −0.310 0.334
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前４ヶ月 性別 −0.046 0.096 0.632 −0.234 0.142 1395 0.2426
老健移行ダミー 0.430 0.099 0.000 0.236 0.625
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前６ヶ月 性別 0.027 0.062 0.661 −0.094 0.148 3246 0.2096
老健移行ダミー 0.354 0.069 0.000 0.219 0.489
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前12ヶ月 性別 −0.130 0.039 0.001 −0.206 −0.054 7500 0.1979
老健移行ダミー 0.302 0.046 0.000 0.212 0.391
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

注�）対数総医療費を説明変数として，OLSにより推定。標準誤差は，White（1980）による方法によ
り修正している。各回帰の説明変数は，疾病119分類ダミー，医療機関ダミー（19種類），診療科
ダミー（36種類）。Bデータと突合出来ないデータ及び疾病分類が分からないデータはサンプルか
ら落としている。

表12　死亡月別累計総医療費（69-70歳）の推定結果２
被説明変数 説明変数 係数 標準誤差 p値 95％下限 95％上限 サンプル数 R-sq
死亡月 性別 −0.009 0.139 0.950 −0.281 0.264 410 0.5096

入院ダミー 1.925 0.213 0.000 1.507 2.344
老健移行ダミー −0.052 0.135 0.704 −0.318 0.215
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前３ヶ月 性別 −0.026 0.061 0.674 −0.146 0.095 1395 0.6647
入院ダミー 2.372 0.067 0.000 2.240 2.504
老健移行ダミー 0.172 0.063 0.006 0.049 0.294
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前６ヶ月 性別 0.022 0.037 0.552 −0.050 0.094 3246 0.7065
入院ダミー 2.417 0.036 0.000 2.347 2.486
老健移行ダミー 0.210 0.041 0.000 0.131 0.290
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前12ヶ月 性別 −0.006 0.024 0.791 −0.053 0.040 7500 0.6882
入院ダミー 2.436 0.023 0.000 2.391 2.481
老健移行ダミー 0.247 0.027 0.000 0.193 0.301
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

注�）対数総医療費を説明変数として，OLSにより推定。標準誤差は，White（1980）による方法によ
り修正している。各回帰の説明変数は，疾病119分類ダミー，医療機関ダミー（19種類），診療科
ダミー（36種類）。Bデータと突合出来ないデータ及び疾病分類が分からないデータはサンプルか
ら落としている。
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図11　介護保険以降前後の死亡者一人当たり月別医療費
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図12　介護保険前後の死亡前期間別医療費分布（カーネル推定）
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表13　死亡月別累計総医療費の推定結果１
被説明変数 説明変数 係数 標準誤差 p値 95％下限 95％上限 サンプル数 R-sq
死亡月 性別 0.065 0.030 0.031 0.006 0.124 7628 0.0946

70-74歳 0.045 0.062 0.465 −0.076 0.166
75-79歳 −0.003 0.061 0.962 −0.123 0.117
80-84歳 −0.099 0.061 0.104 −0.218 0.020
85-89歳 −0.123 0.062 0.049 −0.245 −0.001
90-94歳 −0.351 0.071 0.000 −0.490 −0.211
95歳以上 −0.476 0.088 0.000 −0.649 −0.303
介護保険ダミー −0.026 0.029 0.372 −0.082 0.031
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前３ヶ月 性別 0.070 0.018 0.000 0.034 0.106 26018 0.1099
70-74歳 0.065 0.038 0.086 −0.009 0.139
75-79歳 0.031 0.038 0.405 −0.043 0.105
80-84歳 −0.003 0.038 0.932 −0.077 0.070
85-89歳 −0.053 0.039 0.169 −0.130 0.023
90-94歳 −0.217 0.044 0.000 −0.302 −0.131
95歳以上 −0.267 0.055 0.000 −0.375 −0.159
介護保険ダミー 0.035 0.018 0.045 0.001 0.069
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前６ヶ月 性別 0.051 0.013 0.000 0.026 0.076 59239 0.1232
70-74歳 0.065 0.026 0.013 0.014 0.117
75-79歳 0.004 0.026 0.864 −0.047 0.056
80-84歳 −0.002 0.026 0.945 −0.053 0.049
85-89歳 −0.094 0.027 0.000 −0.147 −0.041
90-94歳 −0.187 0.030 0.000 −0.246 −0.128
95歳以上 −0.221 0.039 0.000 −0.297 −0.145
介護保険ダミー 0.078 0.012 0.000 0.054 0.102
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前12ヶ月 性別 0.034 0.008 0.000 0.017 0.050 130626 0.147
70-74歳 0.062 0.017 0.000 0.028 0.096
75-79歳 0.008 0.017 0.632 −0.025 0.041
80-84歳 −0.001 0.017 0.962 −0.034 0.033
85-89歳 −0.092 0.018 0.000 −0.127 −0.058
90-94歳 −0.155 0.020 0.000 −0.194 −0.117
95歳以上 −0.158 0.026 0.000 −0.210 −0.107
介護保険ダミー 0.104 0.008 0.000 0.089 0.120
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

注�）対数総医療費を説明変数として，OLSにより推定。標準誤差は，White（1980）による方法によ
り修正している。各回帰の説明変数は，疾病119分類ダミー，医療機関ダミー（19種類），診療科
ダミー（36種類）。Bデータと突合出来ないデータ及び疾病分類が分からないデータはサンプルか
ら落としている。年齢階層ダミーのベンチマークは，65-69歳。
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表14　死亡月別累計総医療費の推定結果２
被説明変数 説明変数 係数 標準誤差 p値 95％下限 95％上限 サンプル数 R-sq
死亡月 性別 0.051 0.025 0.040 0.002 0.099 7628 0.3916

70-74歳 0.043 0.051 0.406 −0.058 0.143
75-79歳 −0.025 0.051 0.621 −0.125 0.075
80-84歳 −0.092 0.050 0.066 −0.190 0.006
85-89歳 −0.100 0.051 0.050 −0.201 0.000
90-94歳 −0.158 0.058 0.007 −0.273 −0.044
95歳以上 −0.140 0.070 0.047 −0.278 −0.002
入院ダミー 1.865 0.033 0.000 1.801 1.929
介護保険ダミー −0.029 0.024 0.224 −0.075 0.018
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前３ヶ月 性別 0.060 0.012 0.000 0.037 0.082 26018 0.6385
70-74歳 0.035 0.024 0.144 −0.012 0.081
75-79歳 −0.010 0.023 0.655 −0.056 0.035
80-84歳 −0.068 0.023 0.003 −0.114 −0.022
85-89歳 −0.098 0.024 0.000 −0.145 −0.051
90-94歳 −0.106 0.028 0.000 −0.160 −0.052
95歳以上 −0.068 0.036 0.056 −0.139 0.002
入院ダミー 2.403 0.014 0.000 2.376 2.430
介護保険ダミー 0.035 0.011 0.002 0.013 0.057
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前６ヶ月 性別 0.070 0.007 0.000 0.055 0.084 59239 0.6909
70-74歳 0.058 0.016 0.000 0.027 0.088
75-79歳 0.001 0.015 0.952 −0.029 0.031
80-84歳 −0.052 0.015 0.001 −0.081 −0.022
85-89歳 −0.094 0.016 0.000 −0.124 −0.063
90-94歳 −0.111 0.018 0.000 −0.146 −0.076
95歳以上 −0.069 0.024 0.004 −0.116 −0.023
入院ダミー 2.502 0.008 0.000 2.486 2.518
介護保険ダミー 0.054 0.007 0.000 0.040 0.068
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

死亡前12ヶ月 性別 0.066 0.005 0.000 0.056 0.075 130626 0.6912
70-74歳 0.069 0.010 0.000 0.048 0.089
75-79歳 0.023 0.010 0.024 0.003 0.043
80-84歳 −0.033 0.010 0.001 −0.053 −0.013
85-89歳 −0.085 0.011 0.000 −0.105 −0.064
90-94歳 −0.106 0.012 0.000 −0.129 −0.082
95歳以上 −0.088 0.017 0.000 −0.120 −0.055
入院ダミー 2.517 0.005 0.000 2.506 2.527
介護保険ダミー 0.080 0.005 0.000 0.070 0.089
（疾病119分類ダミー，医療機関ダミー，診療科ダミー省略）

注�）対数総医療費を説明変数として，OLSにより推定。標準誤差は，White（1980）による方法によ
り修正している。各回帰の説明変数は，疾病119分類ダミー，医療機関ダミー（19種類），診療科
ダミー（36種類）。Bデータと突合出来ないデータ及び疾病分類が分からないデータはサンプルか
ら落としている。年齢階層ダミーのベンチマークは，65-69歳。
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表15　入院死亡率，死亡者の入院確率の年度別推移
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度

年齢合計 入院死亡率 2.7% 2.6% 2.4% 2.3% 2.4%
死亡者の入院確率 79.6% 79.4% 78.0% 76.5% 77.8%

65-69歳 入院死亡率 1.1% 1.1% 1.0% 0.9% 1.0%
死亡者の入院確率 84.3% 81.0% 85.0% 82.0% 91.0%

70-74歳 入院死亡率 1.6% 1.6% 1.4% 1.3% 1.4%
死亡者の入院確率 84.3% 83.7% 83.9% 81.9% 84.9%

75-79歳 入院死亡率 2.8% 2.5% 2.2% 2.0% 2.1%
死亡者の入院確率 85.4% 82.9% 81.3% 82.5% 81.3%

80-84歳 入院死亡率 4.8% 4.2% 3.5% 3.4% 3.5%
死亡者の入院確率 80.7% 80.9% 78.4% 81.0% 82.1%

85-89歳 入院死亡率 7.2% 6.6% 5.6% 4.6% 4.3%
死亡者の入院確率 76.0% 79.7% 78.9% 74.2% 75.3%

90-94歳 入院死亡率 10.3% 8.3% 5.5% 4.8% 4.3%
死亡者の入院確 68.9% 67.9% 62.6% 62.4% 65.1%

95歳以上 入院死亡率 12.8% 9.0% 6.1% 4.7% 4.3%
死亡者の入院確率 64.6% 66.3% 62.4% 56.4% 57.4%

表16　死亡者の医療費割合の年度別推移
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度

死亡者の医療費割合 10.3% 10.0% 9.5% 9.3% 10.4%
うち入院 9.0% 8.8% 8.3% 8.1% 9.1%
うち入院外 1.2% 1.1% 1.0% 1.0% 1.1%
うち歯科 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
うち調剤 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2%


